
米不足への緊急対策と農業政策の抜本的転換を求める意見書 

国民の主食である米の在庫が不足し、販売価格の高騰が続いている。 

また、一部地域のスーパーでは、一部の産地の米が入荷されない、卸売業者に

発注をしても発注した量の半分程度の仕入れしかできないなど、今もなお在庫

不足に悩まされている。今年３月から政府は備蓄米を競争入札や随意契約によ

る方法で放出してきたところであるが、米価の下落や在庫不足の改善につなが

るかは依然、不透明である。 

このような中、農林水産省は、今年５月２３日に令和７年産の水田における戦

略作物等の作付意向について、令和７年４月末時点における第２回中間的取組

状況を取りまとめた。この結果、令和６年産実績との比較は、全国的に主食用米

の作付けが増加となり、令和７年産米の備蓄米買入入札を当面中止しているこ

とから、主食用米の生産量は、対前年４０万トン増の７１９万トンに相当する見

込みであるとした。 

しかし、改正農業基本法に基づく食料・農業・農村基本計画によれば、食料・

農業・農村の未来を築くためには、生産者、食品事業者、消費者など食料システ

ムの関係者・関係団体間の相互理解と連携・協働の下、共に歩んでいくことが重

要とされている。また、基本計画の実効性を高めるため、目標・KPI の設定を行

い、PDCA サイクルによる施策の不断の見直しを行うことを新たに打ち出してい

ることから、先ずは、早急に米の需給と価格の安定化対策を講じるとともに消費

者と生産者が納得でき、貧困対策等を含め、国民が安心して国内産米を食べ続け

られるよう、継続的かつ柔軟性を持った施策展開が必要である。そのため、国に

おかれては、次の事項について特段の措置を講ぜられるよう強く要望するもの

である。 

 

記 

 

１ 多様化する米の流通の実態把握や米不足、価格高騰となった原因の究明を

行うとともに関係団体等と協議のうえ、必要な対策を早急に講じること。 

 

２ これまでの農業政策を見直し、米の生産拡大へ方向転換し、食料安全保障

を盤石なものにすること。 

 

３  安価な輸入米に頼ることなく国内米の生産力を強化すること。 

 

４ 米の価格と供給の安定化を目的として、国内米の増産時は備蓄だけでなく、

海外に輸出できるよう新たな需要を開拓すること。 

 

５ 継続的な政府備蓄米の活用も含め、生産者などの関係団体や流通・小売業



界と協力して店頭に十分な米が出回るよう対策を講じること。 

 

６ 今後の、米の生産・販売の推進に向けた見直しについては、各産地が全国

の需要に応じた生産量を確保できるよう、取組計画書や営農計画書の機動的

な変更を可能とするとともに、産地との密な意見交換やきめ細かな情報提供

を行うこと。 

 

７ 生産拡大や備蓄米の放出により、米価が下がるなど一定の成果が出た場合

においても生産を継続可能とするなど、農家への所得補償制度を充実させ、

安定的に生産を続けられる農業政策を早急に講じること。 

 

８ 貧困対策として備蓄米の無償提供や支給・支援制度を拡大して貧困家庭や

フードバンク、こども食堂へも行き届くような制度に改めること。 

 

 

以上、地方自治法９９条の規定により意見書を提出する。 
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